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日常生活で使われる家庭用品には様々な化学物質が含まれている。これらの化学物

質は製品の機能性を高めるのに役立っているが、そうした化学物質による健康被害も

発生している。本講演では、家庭用品に関する法規制や安全性確保に関する行政の仕

組みや、家庭用品に特徴的な健康被害に関して、実例を挙げつつその発生要因や必要

とされる対策について述べたい。 

我が国では、家庭用品について「有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律

（家庭用品規制法）」が制定されている 1)。本法では、事業者の責務として「家庭用品

を製造又は輸入する事業者は家庭用品中に含有される物質の人の健康への影響を把

握し、健康被害が生じることのないようにしなくてはならない」（第三条）とされてい

る。21 種類の化学物質を有害物質に指定し、対象製品中の含有限度量を定めている。

その他、厚生労働省は事業者の製品の安全確保レベル向上を支援するため、いくつか

の製品群において安全確保マニュアル作成の手引きを公表している 2)。また、健康被

害の把握を目的として昭和 54 年から「家庭用品等に係る健康被害病院モニター報告

制度」3)（モニター報告制度）を実施してきた。本制度は平成 30年度で終了し、令和

元年度から「化学的健康被害症例対応システム」へと移行している。 

 家庭用品による健康被害の特徴を曝露経路から整理すると、吸入、誤飲及び皮膚障

害の 3つに大きく分類できる。吸入に伴う健康被害は、モニター報告制度において最

も報告件数が多い。換気不十分な部屋での塩素系洗浄剤や防水スプレーの使用など、

消費者の誤使用が主な要因とされる。防水スプレーについては成分であるフッ素樹脂

の吸入に伴う中毒事故が 1990 年代前半に多発し、防水スプレーを対象に安全確保マ

ニュアル作成の手引きや業界ガイドライン 4) が作成された。その後、防水用途以外の

フッ素樹脂含有スプレーにも対象が拡大されている。しかし近年、防水スプレーの使

用による中毒事故が再び増加している。これらの事故は使用方法に問題がある場合が

多く、過去の事故の教訓や使用方法に関する製品表示が、正しく消費者に伝わってい

ないのではないかと考えられる。 

 誤飲に関しては、事故報告件数の半数を生後 6ヶ月から 2歳の小児が占め、誤飲製

品としてはタバコと医薬品類が多く、その他玩具や金属製品等も多い。我々が 2011年

に金属製アクセサリーについて、小児の誤飲を模擬した溶出試験を実施したところ、

高濃度の鉛またはカドミウムを溶出した製品があった 5)。小児が金属製品を誤飲する

ことのないように注意すると共に、有害元素が溶出しないような製品の開発が求めら

れる。 

 皮膚障害には大きく分けて化学熱傷と接触皮膚炎がある。化学熱傷は酸やアルカリ、

腐蝕性物質による皮膚の損傷である。2013 年に発生した、ある携帯型除菌剤による化



学熱傷事故 6)では、当該製品は同類他社製品と比べて事故率が高く、皮膚に接触しや

すく汗などの影響を受けやすい形態や構造であった。接触皮膚炎は刺激性の皮膚炎と

アレルギー性の皮膚炎とがあるが、前者は原因物質の刺激により生じる炎症反応であ

り、一定量以上が皮膚に接触すると誰にでも起こり得る。後者は、原因物質（抗原：

アレルゲン）が皮膚から侵入し、抗原抗体反応によって感作が成立（異物として認識）

すると、次に原因物質が侵入すると炎症が引き起こされる（惹起）ようになる。ある

化学物質にアレルギー（感作）が成立した人は、再度その化学物質や類似構造の化学

物質に触れると、微量であってもかゆみや発赤などの症状が現れる。今回はアレルギ

ー接触皮膚炎事例をいくつか紹介する。アレルギー性接触皮膚炎は患者の生活の質

（Quality of life: QOL）に影響することから、その原因の究明と対策が必要とされる。 

 家庭用品による健康被害の対策では、消費者は製品の性質を理解し、正しい使用方

法を守ることが重要である。事業者は製品中に使用している化学物質の有効性だけで

なく安全性に関する情報も十分に収集し、製品使用時の消費者への曝露を想定した製

品設計が求められる。今回紹介した健康被害事例はいずれも短期の曝露によるもので

ある。環境ホルモンと呼ばれるような化学物質については、生殖毒性などの長期の曝

露影響を評価し得る種々の毒性試験の情報、製品への使用状況や使用時の溶出状況な

どを加味して、総合的にリスクを評価する必要がある。 
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